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の研究として，まず Raa et al.（2000）が挙げら




業について，1977 ～ 2000 年の期間を 3 つに分け
労働生産性を計測した。その結果 1990 ～ 1995
年が最大であり，ケーブル業界の生産性は従来の
ラ ジ オ・ テ レ ビ と 大 き く 異 な る と 指 摘 し た。
Triplett and Bosworth（2003）も，米国の放送
産業（ラジオ・テレビ）の労働生産性の上昇率を





に分解して推計した。1998 ～ 2004 年のサンプル
期間について，生産性は上昇しており，技術進歩
が生産性に大きく貢献する一方，効率性も貢献し






















































（2006）は，1997 ～ 2002 年度におけるローカル
局 20 局について McFadden 型費用関数を用い，
規模の経済性の存在とテレビとラジオの範囲の経
済性の存在を確認した。衣笠・中山（2011）は，



















































表 1　データに関する記述統計（全期間：1990 ～ 2011 年度）
放送事業費 人件費 従業員数 減価償却費 固定資産 放送事業収入
出所 有価証券報告書 有価証券報告書 有価証券報告書 有価証券報告書 有価証券報告書 有価証券報告書
サンプル数 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012
単位 10 億円 10 億円 人 10 億円 10 億円 10 億円
最大値 318.0 206.0 14,654 74.9 456.0 694.0
最小値 0.8 0.2 43 0.1 0.7 2.1
平均値 21.4 9.2 592 2.6 25.0 45.0















な構造は以下の通りである。企業 i の t 期の生産
水準を yit とし，全部で k 種類ある投入要素の j
番目の投入量を xjit とする。通常のコブ・ダグラ
ス型の生産関数を想定し，そこに技術効率性を表
















全局（民放 NHK を合わせた 47 局）を対象に推
計を行ったところ，SFA モデルのポイントとなる
非効率性の存在の有意性を測るパラメータである

















表 2　 SFA モデルによる推計結果
（1）全 47 局 （2）	関東地区キー 5 局 （3）ローカル 34 局
係数 標準誤差 p 値 係数 標準誤差 p 値 係数 標準誤差 p 値
固定資産（実質） − 0.0231 0.0090 0.010 0.1071 0.0337 0.001 − 0.0821 0.0085 0.000
人件費（実質） 0.4680 0.0161 0.000 0.1350 0.0667 0.043 0.4152 0.0157 0.000
放送事業費（実質） 0.4289 0.0226 0.000 0.6312 0.0987 0.000 0.2464 0.0211 0.000
定数項 3.2791 0.3410 0.000 3.1598 1.5170 0.037 7.8132 0.3912 0.000
逆ロジット変換γ 0.8169 − 2.3203 1.9182
オブザベーション数 1012 108 734
データグループ数 47 5 34



























示す。まず，NHK を含む全放送局 47 局の技術




全 47 局の平均は約 0.84 である。次に，キー局と
ローカル局の違いをみると，東京キー 5 局の平均











































































さ れ る。 一 方，DEA（Data Envelopment Analysis）
による推定は，生産関数型を仮定しないノンパラメト
リックな手法である。
2）参考までに，東京キー 5 局を除く民放 41 局，関東地区
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